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チング上面で得られた記録はそれぞれ異なる特徴を

持ち、地震時に橋の各部位は複雑に挙動しているこ

とが確認できた。 

･MEMS式加速度計は、従来観測に用いている地震計

（サーボ型地震計）の記録とほぼ同じスペクトルの

形状を示しており（図-2）、従来の観測と同等であ

ることを確認した。 

･FM式の無線通信による観測記録は、送信時のデータ

圧縮により長めの周期で精度の良くない部分が見ら

れたが、ピーク値等の橋の地震時挙動の観測に必要

な特徴は合致していた（図-3）。データの圧縮を改

善すると、長めの周期でも概ねピーク値が一致した。 

・FM式無線通信の通信モジュールをSub-GHz帯に変更

することで、100m以上離れても観測記録を伝送でき

ることを確認した。さらに、それぞれの加速度計か

ら独立して受信機に観測記録を伝送するのではなく、

加速度計に無線通信で観測記録を送受信する機能を

付加し、加速度計同士をリレーさせることで無線通

信の距離を短くて通信安定性を向上させた。 

 本研究で構築した強震モニタリングシステムの構

成図を図-4に示す。また、強震モニタリングシステ

ムの設置例を図-5に示す。令和元年度は、図-6に示

した東北地方から九州地方に架設されている橋に強

震モニタリングシステムを設置した。 

４．今後の予定 

強震モニタリングシステムで得られた全国の様々

な形式の橋の地震時挙動記録を分析し、橋の地震時

挙動の検証を行う。さらに、強震モニタリングに加

えて、強震時や被害発生時に、観測結果から被害内

容を検知する「即時被害検知機能」の検証を行う予

定である。 

図-6 設置位置（東北－九州地方） 

：設置地点

  図-4 強震モニタリングシステム構成図 
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図-3 無線通信と有線通信の観測記録の比較 
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図-2 サーボ型地震計とMEMS式加速度計の比較 
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図-5 強震モニタリングシステム設置事例 
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１．はじめに 

国総研では、従来市区町村単位の予測値しか得ら

れなかった５歳階級別・性別人口及び世帯数を町丁

目単位で予測可能な「将来人口・世帯予測ツール」

（以下「本ツール」）を平成29年1月に一般公開1)し、

多くの方にご利用いただいている。以降、本ツール

については、平成27年国勢調査結果に対応した最新

の人口予測が可能となる等の改良を加えた「バージ

ョン2（H27国調対応版）」を平成30年7月に公開2)～3)

する等、利用者ニーズを踏まえた改良を随時行って

いる。本稿では、令和元年度に実施した主な改良等

の内容、利用状況、今後の展開等について紹介する。 

２．令和元年度に実施した本ツールの主な改良等 

①クイックマニュアルの作成（令和元年 8月） 

 本ツールは、予測計算を行うメイン機能の「将来

人口・世帯予測プログラム」と、予測結果のメッシ

ュ配分やグラフ・マップ表示を行うサブ機能の「予

測結果簡易グラフ作成プログラム」「人口情報メッ

シュ配分プログラム」「予測結果簡易描画プログラ

ム」で構成されている。それぞれに操作方法を丁寧

に解説したマニュアルを用意しているが、本ツール

を初めて利用しようという人が複数のマニュアルを

読むのは負担である旨の意見を利用者よりいただい

ていた。そこで、本ツールを初めて利用する方に、

一通り体験していただくための基本的な操作手順を

説明した「『将来人口・世帯予測ツール』クイック

マニュアル」を作成公開 3)した。同マニュアルは、

対象市町村の設定、予測計算、予測結果のグラフ・

マップ出力までの一連の流れを、視覚的・直感的に

理解できるよう、操作画面の画像を用いて説明し、

Ａ３サイズ２枚のボリュームに収めている（図-1）。 

②世帯数等の予測計算機能の追加（令和元年 10月） 

利用者からは、世帯数の予測計算機能の追加要望

が多く寄せられていたが、「バージョン 2」の公開

時点では、予測計算に必要な国立社会保障・人口問 
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図-1 「将来人口・世帯予測ツール」クイックマニュアル 
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図-2 世帯数等の予測結果のグラフ出力のイメージ 
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題研究所の平成 27年国勢調査結果に基づく「世帯主

の男女・年齢 5歳階級別・家族類型別世帯主率」の

データが未公表であったため、改良は不可能であっ

た。今般、同データが公表されたため、世帯数等の

予測計算機能を追加する改良を行った（図-2）。 

３．本ツールの利用状況 

 本ツールの公開先のＧ空間情報センター提供のデ

ータによると、本ツールへの延べアクセス件数は約

4,000件/月、延べダウンロード件数は約 200～400

件/月で推移している。「バージョン 2」公開直後の

2018年 8月には、それぞれ約 19,000件/月、約 1,200

件/月に達した（図-3、図-4）。ダウンロードユーザ

ーの属性は、都市計画コンサルタント等を中心とし

た民間企業（54.6％）が過半を占め、市区町村

(17.0％)、大学・高専(11.4％)が続く（図-5）。 

利用者の声からは、本ツールの利用目的は、立地適

正化計画や地域公共交通網形成計画等、都市の空間

計画の検討が多いほか、福祉、医療、教育、防犯等

の分野の需要予測等にも利用されているようである。 

４．今後の展開 

 本ツールについては、今後も利用者ニーズを踏ま

えた改良等を行うとともに、本ツールの予測計算結

果と連動し、医療・福祉施設の適正配置のマネジメ

ントを支援する「地域居住支援機能適正配置予測プ

ログラム」4)（図-6）等の各種ツールについても、 

社会実装が可能となり次第、公開してまいりたい。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研記者発表資料「地区レベルの将来人口予測
ツールを作成しました ～まちの将来を見通し、コン
パクトなまちづくりを推進～」 
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/kisya/journal/k
isya20170127-2.pdf 
2) 国総研記者発表資料「最新の国勢調査に基づく将
来人口予測が可能に！～地区レベルの将来人口予測
ツールを改良～」 
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/kisya/journal/k
isya20180731.pdf 
3) Ｇ空間情報センター「将来人口・世帯予測ツール
Ｖ２（H27国調対応版）」ダウンロードサイト 
https://www.geospatial.jp/ckan/dataset/cohort-v2 
4) 国総研プロジェクト研究報告第62号『地域安心居
住機能の戦略的ストックマネジメント技術の開発』
「第Ⅳ編 地域居住支援機能の地域別将来必要量及
び適正配置の予測手法の開発」 
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/kpr/prn0
062.htm 

図-6 「地域居住支援機能適正配置予測プログラム」による 
高齢者福祉施設（通所介護）の供給不足量の予測例 

【高齢者福祉施設(通所介護)】2020年
供給不足量(人/日)
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不足 図-3 延べアクセス件数の推移 
（Ｇ空間情報センター提供データより作成） 

図-4 ユーザー属性別延べダウンロード件数の推移 
（Ｇ空間情報センター提供データより作成） 

図-5 ユーザー属性別累計延べダウンロード件数 
（Ｇ空間情報センター提供データより作成） 
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